
平成２８年度朝倉市人事行政の運営等の状況を公表します 問い合わせ　　総務部人事秘書課

１　職員の任免状況

（1）職員の採用（平成２８年４月１日） 単位：人

（２）退職者（平成２７年度退職者） 単位：人

保育士

技能労務職

（３）昇任者（平成２８年４月１日） 単位：人

（４）降任者（平成２８年４月１日） 単位：人

２　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

１　職員数は一般職に属する職員数です。

２　[     ]内は、条例定数の合計です。

３　一般行政部門とは議会・総務・税務・労働・農林水産・商工・土木・民生・衛生所管の職員です。

４　教育部門とは、教育委員会の職員です。

５　公営企業等会計部門とは、水道・工業用水・下水道・国保・病院・介護保険・後期高齢者医療に係る職員です。
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364 人

[  570人 ]

欠員不補充、退職不補充による減員ほか
〈参考〉
　　人口１万人当たり職員数　　　　 　　　64.89人
〈類似団体の人口１万人当たりの職員数59.93人）

一般行政部門

45 人

359 人

412 人

合 計
481 人 474 人 〈参考〉

　　人口１万人当たり職員数              85.68人
　〈類似団体の人口１万人当たりの職員数 － 人）

△ 7人

事務の統廃合縮小による減員ほか

平成28年

普
通
会
計
部
門

教 育 部 門 48 人

△ 8人
〈参考〉
　　人口１万人当たり職員数　　　　　　　  73.03人
 〈類似団体の人口１万人当たりの職員数80.38人）

部    門 平成27年
主な増減理由

人数 0 0

　当市では、係長職以上の職にある職員が本人の病気や家族の介護などの理由により、現在の職責を果たすことが困難な場合に、職員自ら降任を
申し出ることができる「希望降任制度」を整備し、勤労意欲の向上を図り、組織の活性化を図っています。
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　 市民の皆さんに市政への理解を深めてもらう取り組みのひとつとして、朝倉市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づ
き、市職員の任免・職員数・給与状況等の制度の概要やその運営状況について、お知らせします。
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公営企業等会計部門



　(2) 年齢別職員構成の状況（平成２８年４月１日現在）

　(3) 職員数の推移

３　人事評価の状況

４　職員の給与の状況

　（１）　人件費・給与の状況

　①人件費の状況（普通会計決算）

人事評価における目標設定や評価のフィードバックを行うため、上司（評価者）と部下（被評価者）の面談を実施しま
す。これにより上司と部下の間で、業務目標や課題、進捗状況等が共有化され、その過程や結果について確認し合う
ことで、評価の納得性や透明性を高めます。

業績とプロセスを評価

面談の実施

人事評価制度の特徴

　 朝倉市の人事評価制度の主要な目的は、組織の業績向上をすること、その業績向上に貢献できる職員（人材）を多く育成すること、そして、そ
れらの職員をより適正に評価し処遇することです。平成27年度に試行し、平成28年度から実施しています。

自己評価
職員本人が主体的に能力を開発するためには、自分自身の行動や実績を自己採点により振り返ることが大切です。
自己評価は能力開発のための「気付き」の機会であるとともに、評価者への客観的な情報を提供するための整理を行
うことも目的の一つです。

△ 30人 △ 6.0%

△ 7人 △ 13.5%

△ 27人

△ 3人 △ 4.1%

359

41 44 2

△ 6.3%404

474

△ 20人 △ 5.3%

14.4378,988

１　普通会計とは、地方財政決算統計上における会計区分で公営企業会計と事業会計以外のすべての会計をいいます。

業績(仕事の成果)とプロセス（発揮能力、意欲・態度）を評価することとし、若年層はプロセスを重視、上位職は業績を
重視というような、職位に応じた評価を行います

評価結果のフィードバック
評価の納得性を高め、自己の能力開発に役立てる観点から、期末面談での対話を重視し、職員の育成につながるア
ドバイスを行います。

　　　　　千円

27,739,522

２　人件費には、一般職に支給される給与や市長、議員、各種委員会などの特別職に支給される給料・報酬・手当のほか社
  会保険料の事業主負担分である共済費などの経費を含みます。
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　② 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注） １　職員手当には退職手当は含まれていません。

２　職員数は平成２８年３月３１日現在の人数です。

  ③ ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（２）　職員の平均給与月額、初任給等の状況

　①職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２８年４月１日現在）

　　ア　一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

１　一般行政職とは、行政職の職員から税務職、看護職、保健職、福祉職の職員を除いた職員です。

　　イ　技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

３　職員数は、類似団体については平均人数を表示しています。

４　対象となる職員数が２人以下の場合は、個人の特定を避けるため、アスタリスク（＊）としています。

414

千円

一人当たり給与費

329,358

１　「平均給料月額」とは、平成２８年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

42.5

千円 千円
27年度

＊

1,629,476 5,999

＊

395,029 361,871

386,078

平均給与月額

（国比較ベース）

職員数 平均給料月額

410,984

385,455

350,303

＊

（注）

369,121

朝倉市 331,856 353,916

-

426,380

42.1

331,816

平均給与月額

399,055

373,150

平均年齢

（注）

区分 平均給料月額

うち用務員 ＊

43.6

朝倉市

333,900

＊＊

387,900362,000

＊うち清掃職員

331,800

287,447

34

－

＊

44.5

50.6

54.8

344,997314,663

＊ ＊

うち学校給食員 ＊ ＊

国

福岡県 623

6

50.4

11 377,600 396,382

区　　分 平均年齢

類似団体

公　務　員

320,058

平均給与月額
（国比較ベース）

平均給与月額

2,511,459 6,066

職員手当 期末・勤勉手当

福岡県 43.0 331,300

（注） １  ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数
　の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。
２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。
３　平成25年は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値です。

※　平成28年4月1日のラスパイレス指数が、①3年前に比べ1ポイント以上上昇している場合、②3年連続で上昇している場合、③100を超えている場
　合について、その理由及び改善の見込み

　・国家公務員に準じた給与制度の総合的見直しを検討中であり、未実施です。平成28年7月1日実施
　・学歴区分の大卒及び高卒の職員構成（経験年数の階層）の変動が指数に影響しています。

千円人 千円 千円

（類似団体平均）
区　分

職員数 給 与 費 （参考）一人当たり給与費

Ａ 給　 料 　　　　　計　　　　　Ｂ

類似団体

49.9

＊

＊

２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当
 の額を合計したものであり、地方公務員実態調査において明らかにされているものです。また、「平均給与月額（国比較ベー
ス）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（時間外勤務手当等を除いたもの）で算出しているものです。
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　② 職員の初任給の状況（平成２８年４月１日現在）

円 円 円

　③ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２８年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

１　経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいうものです。

２　経験年数１０年とは、１０年以上１５年未満、１５年とは１５年以上２０年未満、２０年とは２０年以上２５年未満の区分に基づいています。

３　該当者がいない欄については「－」としています。

４　対象となる職員数が２人以下の場合は、個人の特定を避けるため、アスタリスク（＊）としています。

（３）　一般行政職の級別職員数等の状況

　①一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成２８年４月１日現在）

１　朝倉市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

７　　級

円

・主査の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれらと同程度のものとして規則で定める職
の職務
・係長、保育所長及び主任主査の職務

標準的な職務内容

一般行政職

178,200 円

146,100

＊

351,109

372,717

区　　　分

344,073

178,200

150,500

国

一般行政職

朝　　倉　　市

３　　級

福岡県

経 験 年 数 １ ５ 年

大　学　卒

・課長、局長（議会事務局長を除く。）、所長（保育所長を除く。）、室長、支所長及び参事で相当の
経験を有する者の行う職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれらと同程度のものとして規
則で定める職の職務
・部長及び議会事務局長の職務

183,300

　　　　　　　　　　　　　　-
技能労務職

経 験 年 数 ２ ０ 年

区　　分

　　　　　　　　　　　　-

　

６　　級

４　　級

（注）

部長及び議会事務局長で相当の経験を有する者の行う職務

・係長、保育所長及び主任主査で相当の経験を有する者の行う職務又は職務の複雑、困難及び
責任の度がこれらと同程度のものとして規則で定める職の職務
・課長補佐、次長及び参事補佐の職務

　

174人

　　　　　　　　　　　　　　-

　　　　　　　　　　　　　　-

　　　　　　　　　　　　　　-

職員数

50.3%

12人
５　　級

・課長補佐、次長及び参事補佐で相当の経験を有する者の行う職務又は職務の複雑、困難及び
責任の度がこれらと同程度のものとして規則で定める職の職務
・課長、局長（議会事務局長を除く。）、所長（保育所長を除く。）、室長、支所長及び参事の職務

高　校　卒

大　学　卒

299,200

149,000

304,705

3.5%

　

　

23人 6.6%

75人 21.7%

20人 5.8%

２　　級 主査の職務
35人 10.1%

高　校　卒

区　　　         分 経 験 年 数 １ ０ 年

　　　　　　　　　　　　-

高　校　卒

円

　　　　　　　　　　　　　　-

高　校　卒

大　学　卒 　　　　　　　　　　　　-

１号給の
給料月額

構成比

中　学　卒 　　　　　　　　　　　　-

最高号給
の

給料月額

141,600 円 246,600 円

227,900 円

１　　級 主事の職務

260,200

（注）

医　師　職
　　　　　　　　　　　　　　-

　　　　　　　　　　　　　　-

191,700 円 303,400 円

　

349,200 円

　

261,100 円 387,700 円

395,200 円

　

287,100 円

　

410,400 円

　

361,800 円 444,100 円

317,700 円

2.0%7人

　

5.2% 7.4% 5.6%
8.3% 6.3% 4.5%

21.7% 25.0% 34.8%

50.3% 50.6% 43.0%

1.1% 2.8% 3.1%
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１級



（４）　職員の手当の状況

　① 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（２８年度支給割合） （２８年度支給割合） （２８年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5%～15% ・役職加算  5%～20% ・役職加算  5%～20%

・管理職加算 10%～25% ・管理職加算 10%～25%

　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

　② 退職手当（平成２８年４月１日現在）　

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（2%～20%加算） （2%～45%加算）

退職手当の１人当たりの平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。

　③ 地域手当　

１　地域手当については、派遣職員等に支給しています。

２　対象となる職員数が２人以下の場合は、個人の特定を避けるため、支給職員１人当たり平均支給年額欄及び支給対象職員数欄を

　アスタリスク（＊）としています。朝倉市の支給率は、福岡県からの派遣職員に支給するもので、福岡県の定める支給割合を表します。

３　派遣職員等以外で朝倉市内に在勤する職員については、平成21年度から不支給に改定しています。

４　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、

　地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。

　（補正前のラスパイレス指数×（1＋当該団体の地域手当支給率）／（1＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。）

一般職員 管理職員

標準に加え、下位の成績率も適用

標準の成績率のみ適用 ○ ○

標準に加え、上位の成績率も適用

(0.75)

千円

平成２８年４月２日から平成２９年４月１日 朝倉市 国

までにおける適用

（注）

福岡県

2.60 1.60

朝倉市 4.25% ＊人

地域手当補正後ラスパイレス指数
（ラスパイレス指数）

ロ　人事評価を実施していない

1,542 －

2.60 1.60

国

管理職員

１人当たり平均支給額（２７年度決算）

1,590

イ　人事評価を実施した

○ ○

１人当たり平均支給額（２７年度決算）

2.60

国

1.60

588

49.59

定年前早期退職特例措置

49.59

41.32549.59

（注）

25.55625

29.145

一般職員

293,970 円

朝　　倉　　市

支給実績（２７年度決算）

（102.1）

49.59

0%

102.1

29.145 34.5825

41.325

( 1.45 ) ( 1.45 )

（支給率）

25.5562520.445

１人当たりの平均支給額
　                           　　 21,552千円

支給対象地域 支給率

福岡市 10%

１人当たりの平均支給額
　　　　　　　　　　　　　　　　　未公表

支給対象職員数 国の制度（支給率）

＊人

（注）

○ ○ ○ ○

朝　　倉　　市

(0.75)

10%

自己都合 勧奨・定年

標準に加え、上位及び下位の成績率も適用

自己都合 応募認定・定年

定年前早期退職特例措置

49.59

20.445

49.59

( 1.45 )(0.75)

（支給率）

34.5825

支給職員１人当たり平均支給年額（２７年度決算）



 　④ 特殊勤務手当　

支給実績（２７年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２７年度決算） 　円

職員全体に占める手当支給職員の割合（２７年度） 　％

手当の種類（手当数） 種類

　⑤ 時間外勤務手当

千円

千円

　⑥ その他の手当　

扶養親族　１人当たり

管理職手当は、平成２３年６月まで定率制で支給していましたが、同年７月から定額制へ制度変更しました。

また、管理職手当は、平成２４年１月から３％削減しています。（　　　）内は削減前の額です。

（注）

64,200円

住居
手当

借家（借間）の場合の支給限度額

診療所に勤務する医師業務

同

1,723,680

医師職

配偶者がいない場合（１人目のみ）

医師研究研修手当 7,200,000円

支給職員１人当たり平均支給年額（２７年度決算）

手当名

－

そ
の
他
の
扶
養

親
族

48,700円　・　47,100円
一部異

定額制の
金額

26,624 千円 619,163 円

（50,300円）　　（48,600円）

39,831 千円 107,943 円
2,000円～
24,500円

231,917 円
持ち家（新築・購入の日から５年間） 2,500 円 異 支給なし

－27,000 円 同
28,062 千円

交通
用具

通勤距離に応じて 3,300円～ 異

管理職
手当

課長級

（66,200円）

同

満１６歳以上２２歳までの子１
人についての加算額

5,000 円

医師職

－
通勤
手当

交通
機関

６ケ月定期券等相当分
１ケ月当たり支給限度額

55,000 円

支給実績（２７年度決算）

扶養
手当

6,500 円

11,000 円

配　偶　者 13,000 円

229,932 円

国の制度と
異なる内容

診療所に勤務する医師業務

53,804 千円

内容及び支給単価（月額）

135,065

支給実績
（２７年度決算）

国の制度
との異同

300,000円

支給職員１人当たり

診療所のX線業務 120,000円

76,800円 1,600円

平均支給年額

（２７年度決算）

321

主な支給対象業務 支給単価（月額）手当の名称
支給実績

(２７年度決算)

診療所の看護業務

部長級

薬剤師・医療技術職 診療所の薬剤業務 120,000円 10,000円

薬剤師・医療技術職 診療所の臨床検査業務 10,000円

看護師職

薬剤師・医療技術職

1.9

Ｘ線科手当

薬剤師手当

主な支給対象職員

7

17,237

120,000円

10,000円

臨床検査技師手当

看護師手当

医師調整手当

医師手当 200,000円

医師職 診療所に勤務する医師業務 4,800,000円 200,000円

4,800,000円



（５）　特別職の報酬等の状況（平成２８年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

1　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額および支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合の退職手当の見込額です。

５　職員の勤務時間その他勤務条件の状況
（１）勤務時間及び休憩時間

※保育所、図書館および診療所は市民の皆さんの利便を図るため職員の変則・変形勤務を行っています。

（２）休暇制度の概要

６　分限・懲戒処分の状況

　 ・平成２７年度の分限処分・懲戒処分者数

※分限処分の休職は、心身の故障による病気休職の件数です。

※地方公務員法第２８条に基づく分限処分、地方公務員法第２９条に基づく懲戒処分の状況です。

※分限処分の休職者の給与は発令より１年以内は８０％支給、１年を超えた場合は無給となります。

７　職員の服務の状況

　 ・年次有給休暇の平均取得日数 　 ・育児休業取得者数 　 ・介護休暇取得者数

平成27年

　１　　人１　　人

平成26年平成26年

18　　人

平成27年

0 1

11.3日／人 10.9日／人 17　　人

平成27年 平成26年

0処分件数

免職 降任

0 8 0 0

区分

無
給

育児休業 職員の３歳に満たない子を養育するため育児休業をすることができる制度(育児休業に係る子が３歳に達する日まで）

介護休暇
職員の家族のうち規則で定める者で負傷、疾病又は老齢により規則で定める期間にわたり日常生活を営むのに支障
があるものの介護をするため、認められる場合（２週間以上６ヵ月以内）

休職 戒告免職 停職 減給

忌　　　引 親族が死亡した場合（血縁関係により日数は異なる。）

夏季休暇 ７月から９月までの夏季における心身の健康維持増進のため（６日間）

その他　 育児時間・男性職員の出産補助休暇・結婚休暇など

分限処分 懲戒処分

有
給

年次有給休暇 １年につき最高２０日間付与（前年からの繰り越し分を含めると最高４０日間）

主
な
特
別
休
暇

病気休暇 負傷又は疾病のため療養する必要がある場合（９０日間を限度、疾病により１８０日間を限度）

子の看護
中学校就学の始期に達するまでの子（当該職員の配偶者の子を含む。）の負傷又は疾病に係る看護を行うため又は
疾病の予防を図るため勤務しないことが相当と認められるとき（一の年において５日（複数の当該子を有する職員に
あっては、１０日））

産前産後
妊娠中の女性職員が出産するため就業できない場合（産前産後各８週以内、多胎妊娠の場合14週
以内）

種類 事由及び付与日数

勤務時間 開始時間 終了時間 休憩時間

週３８時間４５分 午前８時３０分 午後５時１５分 午後０時から１時間

（支給時期）

市 長
退職日における給料月額×100

分の510×勤続年数
17,197,200 円 任期ごとに支給

副 市 長
退職日における給料月額×100

分の300×勤続年数
8,196,000 円 任期ごとに支給

退
職
手
当

（算定方式） （１期の手当額）

386,000 490,000議 員

副 議 長 2.60

議 員

268,200

期
末
手
当

市　　　　　 長 　　（27年度支給割合）

副 市 長 2.60

議 長 　　（27年度支給割合）

報
酬

議 長 467,000 575,000 341,000

副 議 長 413,000 515,000 285,100

802,000

560,000

（参考）類似団体における最高／最低額

副 市 長 683,000

区 分 給 料 月 額 等

564,400

給
料

市 長 843,000 1,000,000

（注）



　 ・主な休暇の取得状況

人

人

人

人

人

人

人

８　研修の状況

　 ・職員研修の実施状況と参加者数（平成２７年度）

政策形成能力向上研修

９　職員の福祉と利益の保護状況

　 ・定期健康診断などの受診（平成２７年度） 　 ・公務災害等の状況（平成２７年度）

人 人

人

　 ・健康教育の概要（平成２７年度）

　 ・福利厚生事業（平成２７年度）

　 　　 職員互助会の状況

　 　　 名　 称：朝倉市職員互助会

　 　　 会員数：484人（平成28年3月末）

 　・事業費等（平成２７年度）

 　・主な事業

 会員の健康増進に係る助成

 会員の文化鑑賞活動等に係る助成

 会員の体育活動に係る助成

 会員への慶弔給付等 人

１０ 勤務条件に関する措置の要求の状況

１１ 不利益処分に関する不服申立ての状況

千円

　 朝倉職員互助会は、「地方公務員法第42条」及び「朝倉市職員互助会条例」に基づいて、朝倉市職員の福祉の増進を目的に設立された職員
の互助組織です。

　 勤務条件に関する措置要求制度は、職員から勤務条件に関し適当な行政上の措置を求める要求があった場合に、公平委員会が必要な審査
をした上で判定を行い、あるいはあっせん又はこれに準ずる方法で事案の解決に当たるものです。平成27年度中に新たな措置要求はなく、また
係属している事案もありません。

　 不利益処分についての審査制度は、職員から懲戒その他その意に反する不利益な処分を受けたとして審査請求があった場合、公平委員会
が、事案を審査し、その結果に基づいて、その処分を承認し、修正し、又は取り消す判定を行うものです。平成26年度末の係属件数、平成27年
度中の申立及び処理件数及び平成28年度への繰越件数は、全て0件です。

保健事業

文化事業

体育事業

給付事業 延べ 323

0

473

産前産後

通勤災害

公務災害

福岡県建設技術情報ｾﾝﾀｰ

件数

定期健康診断

新規採用職員研修

2

子の看護

その他

主な内容

病気休暇

会員会費（           〃         ） 7,828 千円

区分 支出額

7,320,000

区分 参加人数

メンタルヘルス学習会 114　人

市負担金（給料月額４/１０００） 7,828 千円

9人

20人

13人
派遣研修

福岡県市町村職員研修所 階層別、税務（固定資産税・市町村民税）、改善力向上、ｺｰﾁﾝｸﾞ、OA他 137人

土木初任者研修、土木施行管理研修、道路計画設計研修、用地研修他

その他研修
独自研修

文書取扱及びファイリング・情報公開制度、給与・勤務条件・福利厚生他

区分 受診者 区分

忌引

種類

人数区分

夏季休暇

介護休暇

39

2

主
な
特
別
休
暇

465

87

81

27年度取得者数（実人数）

7

37


